
◎森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 
（平成三一年三月二九日法律第三号）   

一、 提案理由（平成三一年二月一九日・衆議院総務委員会） 

○石田国務大臣 地方税法等の一部を改正する法律案、特別法人事業税及び特別法人事

業譲与税に関する法律案、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律案及び地方交付

税法等の一部を改正する法律案につきまして、御説明申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律案について、その提案理由及び内

容の概要を御説明申し上げます。 

 森林の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、市町村及び都道府県が実施する

森林の整備及びその促進に関する施策の財源に充てる観点から、森林環境税を創設し、

その収入額に相当する額を森林環境譲与税として市町村及び都道府県に対して譲与する

ため、本法律案を提出した次第であります。 

 以下、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 その一は、森林環境税の創設に関する事項であります。森林環境税は、国内に住所を

有する個人に対して課する国税とし、年額一千円とすることとしております。また、賦

課徴収等につきましては、個人の市町村民税とあわせて行うこととしております。 

 その二は、森林環境譲与税に関する事項であります。森林環境譲与税は、森林環境税

の収入額を、森林の整備及びその促進に関する施策の財源として私有林人工林面積、林

業就業者数及び人口の基準により市町村及び都道府県に対して譲与することとしており

ます。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

……………（略）…………… 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（平成三一年三月二日） 

○江田康幸君 ただいま議題となりました各法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律案は、市町村及び都道府県が実施

する森林の整備等に関する施策に充てるため、森林環境税を創設するとともに、その収

入額に相当する額を森林環境譲与税として市町村及び都道府県に譲与しようとするもの

であります。 

……………（略）…………… 

 各法律案は、去る二月十五日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、本委員会

に付託されました。 

 委員会におきましては、十九日各法律案について石田総務大臣から提案理由の説明を



聴取した後、二十一日から質疑に入り、二十六日には安倍内閣総理大臣に対する質疑を

行いました。昨日、質疑を終局し、討論を行い、採決いたしましたところ、各法律案は

賛成多数をもっていずれも原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律案に対し附帯決議が付されました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三一年三月一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切に措置すべきである。 

一 森林環境譲与税の使途を適正かつ明確にしつつ、市町村が主体となった森林整備を

促進するために、国は責任をもって、市町村の業務を支援していくこと。 

二 市町村の体制強化に向けた支援策として、森林所有者の確定や境界の明確化、森林

の巡視など、市町村の負担を軽減するため、更なる施策の拡充を図ること。 

三 林業経営者の健全な育成を図るため、森林に関する高度の知識、技術、経営に関す

る研修計画を企画し、実施すること。また、林業経営者を評価するに当たっては、生

産性（生産量）の基準だけでなく、作業の質、持続性、定着性、地域経済への貢献、

労働安全条件などの評価基準も重視すること。 

四 森林の育成には、林業労働力の確保・育成は不可欠であり、林業就業者の所得の向

上、労働安全対策をはじめとする就業条件改善に向けた対策の強化を図ること。 

五 市町村が、森林環境譲与税の使途を適正かつ明確にしつつ、これまでの森林施策で

は対応出来なかった奥地等の森林の整備等を円滑に実施することができるよう、市町

村の林業部門担当職員の確保・育成を図る仕組みを確立するとともに、林業技術者等

の活用の充実、必要な支援及び体制整備を図ること。 

六 路網は、木材を安定的に供給し、森林の有する多面的機能を持続的に発揮していく

ために必要な造林、保育、間伐等の施業を効率的に行うために不可欠な生産基盤であ

ることから、路網整備に対する支援を行うこと。 

七 森林資源の循環利用を図るため、新たな木材需要を創出するとともに、これらの需

要に対応した川上から川下までの安定的、効率的な供給体制を構築し、木材の利用拡

大を図ること。 

八 森林整備の推進に向けて、その大きな支障の一つである鳥獣被害に係る対策を含め、

主伐後の植栽による再造林、保育が確実に実施されるよう、必要な支援を行うこと。 

九 山村振興に向け、都市と山村自治体の連携強化を図るため、森林整備協定に基づく

森林整備等を一層推進すること。 

十 森林の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、森林環境譲与税による措置も

含め、我が国全体で必要な森林整備が着実に進められるよう、所要の予算を確保する

こと。 

十一 森林環境税を活用した森林整備等への国民の理解と協力が一層得られるよう努め



ること。 

十二 私有人工林において、荒廃し、保水力低下、土砂災害の発生、野生鳥獣の生息地

の破壊、花粉症り患者の急増など深刻な問題が生じていることが我が国の森林におけ

る重要な課題であることに鑑み、豊かな水源の森再生のために、森林環境譲与税で、

地域の自然条件等に応じて放置人工林の広葉樹林化を進めること。 

十三 広葉樹林化の施業は、実践例が乏しく、森林環境譲与税の交付を受ける自治体に

その技術がなく、人材も不足していることから、森林環境譲与税で放置人工林の広葉

樹林化が進むように、具体的な指針を示し、必要な支援を行うこと。 

十四 既存の森林整備に係る補助金等は、放置人工林の広葉樹林化に利用が難しく、自

治体独自の補助事業もほとんどないことに鑑み、放置人工林の広葉樹林化が各地で進

むよう、必要な取組を行うこと。 

十五 森林環境税及び森林環境譲与税制度について、各自治体における使途及び豊かな

森林の公益的機能増進への効果を検証しつつ、必要がある場合には、豊かな森林環境

の再生のために、森林環境譲与税の使途や譲与基準をはじめ、所要の見直しを行うこ

と。 

三、参議院総務委員長報告（平成三一年三月二七日） 

○秋野公造君 ただいま議題となりました四法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律案は、森林の有する公益的機能の

維持増進の重要性に鑑み、市町村及び都道府県が実施する森林の整備及びその促進に関

する施策の財源に充てるため、森林環境税を創設し、その収入額に相当する額を森林環

境譲与税として市町村及び都道府県に対して譲与しようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、四法律案を一括して議題とし、安倍内閣総理大臣に対する質

疑を行うとともに、一般財源総額の確保と法定率引上げの必要性、今後の税源偏在是正

の在り方、ふるさと納税制度の評価、森林環境譲与税の活用方策、幼児教育無償化に係

る地方負担の財源確保、統計、児童福祉対策等に係る地方公共団体の人員確保等につい

て質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、国民民主党・新緑風会を代表して森本真治

委員より、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律案に賛成、他の三法律案に反対、

日本共産党を代表して山下芳生委員より四法律案に反対する旨の意見がそれぞれ述べら

れました。 

 討論を終局し、順次採決の結果、四法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 なお、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律案に対し附帯決議が付されており



ます。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三一年三月二七日） 

 政府は、森林環境税及び森林環境譲与税創設の趣旨にのっとり本法の施行が円滑に進

むよう、次の事項についてその実現に努めるべきである。 

一、市町村を核とした新たな森林管理システムの整備が本法施行の重要な柱であり、市

町村が主体となった私有人工林の森林整備促進が求められる。市町村が行うべき業務

は、森林経営管理の判断、森林所有者の確定、境界の明確化、森林の適正管理や巡視

など多岐にわたる。本法の目的が早急に達成されるよう市町村業務を支援していくこ

と。 

二、本法施行に併せ、かねてから課題であった、森林整備に重要な路網の整備、木材利

用を拡大するための川上と川下の連携強化による安定的、効率的な供給体制の構築と

木材新需要の創出、鳥獣被害対策、主伐後の植栽による再造林、保育の確実な実施な

ど、国においても対策を強化すること。 

三、前二項の目的を達成するために市町村が創意工夫をもって業務の遂行ができるよう

森林環境譲与税の使途について分かりやすく例を示すとともに、その運用に当たって

は市町村の主体性を尊重すること。 

四、市町村が林業経営者を評価するに当たっては、生産性（生産量）だけでなく、作業

の質、持続性、定着性、地域経済への貢献、労働安全、賃金等の労働条件などを基準

として評価できるよう市町村を支援するとともに、この評価の基準を満たす健全な林

業経営者を育成するために、森林に関する高度な知識、技術、経営に関する研修計画

を企画し、実施すること。 

五、市町村が、これまでの森林施策では対応できなかった奥地等の森林の整備等を円滑

に実施することができるよう、市町村の林業部門担当職員の確保・育成を図る仕組み

を確立するとともに、林業技術者等の活用の充実、必要な支援及び体制整備を図るこ

と。 

六、森林の育成には、林業労働力の確保・育成は不可欠である。国においては、林業就

業者の所得の向上、労働安全対策を始めとする就業条件改善に向けた種々の対策強化

を図ること。 

七、山村振興に向け、都市と山村自治体の連携強化を図るため、森林整備協定に基づく

森林整備等を一層推進すること。 

八、森林の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、森林環境譲与税による措置も

含め、我が国全体で必要な森林整備が着実に進められるよう、所要の予算を確保する

とともに、森林環境税を活用した森林整備等への国民の理解と協力が一層得られるよ

う、国は、森林整備の効果等について分かりやすく公表するなどの取組を進めること。 

九、私有人工林の荒廃が進み、保水力低下、土砂災害の発生、野生鳥獣の生息地の破壊、



花粉症り患者の急増など深刻な問題が生じていることが我が国の森林における重要な

課題であることを認識し、森林環境譲与税を活用して、豊かな森再生のために、地域

の自然条件等に応じて放置人工林の広葉樹林化を進めること。 

十、広葉樹林化の施業は、実践例が乏しく、森林環境譲与税の交付を受ける市町村にそ

の技術がなく、人材も不足していることから、森林環境譲与税で放置人工林の広葉樹

林化が進むように、具体的な指針を示し、必要な支援を行うこと。 

十一、既存の森林整備に係る補助金等は、放置人工林の広葉樹林化に利用が難しく、自

治体独自の補助事業もほとんどないことに鑑み、放置人工林の広葉樹林化が各地で進

むよう、必要な取組を行うこと。 

十二、森林環境税及び森林環境譲与税制度について、各自治体における使途及び豊かな

森林の公益的機能増進への効果を検証しつつ、必要がある場合には、豊かな森林環境

の再生のために、森林環境譲与税の使途や譲与基準を始め、所要の見直しを行うこと。 

  右決議する。 

 


